
の海外相場

Open

High

Low

Settlement
Change

EFP 2.92 3.02 -0.038 -0.033 1.00 1.50 -32.00 -26.00 

Gold

Silver

Platinum

Palladium

週の経済指標一覧

前　58 予　59 前　23.9万件 予　22.9万件

前　 177.3万人

前　17.0 予　14.3

前　54.4

前　-0.1％ 予　0.2％

前　0.0％ 予　-1.1％ 前　-553億円 予　-1兆295億円 前　0.3％ 予　0.2％

前　2.08万件 前　-0.4％ 予　-0.2％ 前　50.5 予　50.3 前　0.0％ 予　0.0％

前　2.8％ 前　-7.9 予　-7.7 前　1.4％ 予　1.4％

前　-15.0 予　-13

   COMEX/NYMEX 投機的建玉

Long

Short

Net

Change

休場 2月 ＮＡＨＢ住宅市場指数 

英　1月 失業保険申請件数

英　1月 失業率 

JP 12月 機械受注

Source: CFTC

Source: Bloomberg

Palladium ('000 oz)

1,499.8

-24.2 

2019/1/29

1.5

12.1

Gold (Moz)

1,393.4

1,412.5809.5

1,314.3

600.3

38.0

229.8 2,139.7

573.724.8 2,100.1

12.7

344.0 1,011.1

3,150.8

37.9

Platinum ('000 oz)Silver (Moz)

15.525

15.743

789.4

Europe

1,325.8

1,315.5

1,322.1

AM

1,318.00

 Fixing Prices

前週分 失業保険継続受給者数 

1月 景気先行指標総合指数

Asia

8.2

Mon Tue

15.675

LBMA/LPPM Fixing ($)

2月18日

1,416.00

788.00

          コメント

ThuWed

Precious Metals

貴金属全般は上昇した。欧州時間はドルが上昇したにも関わらず、先日より発表されている経済指標がさえない内容であることから、世界的な景気減速懸念
が強まる中でゴールドは上昇した。米国時間に入って米中通商問題合意への期待感から米株が堅調に推移する中で一時下落したが、その後トランプ国境警
備の為非常事態宣言を伝わったことで政治リスクが意識される中で上昇した。シルバーはゴールドと略同様の値動きとなった。プラチナ・パラジウムは欧州株

高・米株高・コモディティの上昇を背景に上昇した。プラチナは$800/ozを上抜け、パラジウムは史上最高値$1,435/ozを更新した。

FX

ドルは主要通貨に対して下落となった。中国の国営新華社通信によると米中両国は北京で開かれた通商協議でいくつかの主要な課題を巡り原則的合意に
至ったとの報道があったことに加えて、習近平国家主席は翌週にワシントンで協議を続けると述べたほか、ムニューシン米財務長官は協議が「生産的」で
あったと語ったことを受け、欧州時間はドル指数は上昇した。米国時間は米中が通商問題で合意に達するとの期待感から米株価、ドル指数は上昇した。然し
乍、その後サンフランシスコ地区連銀のデイリー総裁が、年内の利上げは不要との考えを示唆し、ハト派的な発言を受け、ドル指数が下落した。市場の注目

は20日に公表される1月29－30日のFOMC議事要旨に集まっている。ドル/円終値は110.51、ユーロ/ドル終値は1.1297。

2月15日

USA

2019年2月18日

1,384.6785.1

806.9
17.7

1,407.2
21.3

PM

788.00

1,437.00

1,316.55

COMEX/NYMEX ($) Gold (Apr) Silver (Mar) Platinum (Apr) Palladium (Mar)

0.215

15.590

15.775

ＦＯＭＣ議事要旨 前週分 新規失業保険申請件数

JP　1月 全国消費者物価指数

独　10-12月期 GDPEU　2月 購買担当者景気指数

2月　購買担当者景気指数

EU　2月 消費者信頼感

EU　2月 ＺＥＷ景況感調査

EU　ＥＣＢ理事会議事要旨 EU　1月 消費者物価指数

独　1月 生産者物価指数

JP　1月 貿易統計

2月 フィラデルフィア連銀製造業景気指数

EU　 ドラギＥＣＢ総裁、発言

他社への転送･転用 堅くお断りいたします。
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